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概要（案）

「 UWB（超広帯域）無線システムの技術的条件」のうち、
「マイクロ波帯を用いたUWB無線システムの屋外利用の技術的条件」

平成30年9月4日
陸上無線通信委員会















固定マイクロ通信システム（7125-7900MHz） 7

 干渉検討結果

アンテナ特性
指向性パラボラアンテナ (直径 0.6m〜4m)

最大利得: 29.9〜46.5 dBi
アンテナ放射パターン: ITU-R F.699

地上からのアンテナ高さ [m] 40, 65

干渉許容値 [dBm/MHz] -129.8

シミュレーションモデル シングルエントリー、アグリゲートそれぞれで実施

(1) シングルエントリー

被干渉アンテナの地上からの高さ40m, 65mの条件で共に、最悪地点
における干渉値が干渉許容値である-129.8 dBm/MHz以下となった。

(2) アグリゲートモデル

最悪条件である都市部のモデルにおける屋外100%の利用シーンで、
被干渉アンテナの地上からの高さ40m, 65mの条件で共に、干渉許容値で
ある-129.8 dBm/MHzに対し、10dB以上のマージンのある結果となった。

シングルエントリ－モデル

アグリゲートモデル

 固定マイクロの無線局諸元及びシミュレーションモデル等

シミュレーション

モデル

UWB無線システム

の密度
稼働時間

被干渉アンテナ地

上からの高さ [m]
許容干渉値

[dBm/MHz]
干渉総和値

[dBm/MHz] マージン[dB]

アグリゲート

100% 屋外

都市(Dense 
Urban)

10000/㎢
5%

40 -129.8 -140.1 10.3

65 -129.8 -144.5 14.7









電波天文・測地VLBIシステム（7780-9080MHz） 11

NICT小金井局（立地条件が最も厳しい） その他の局

アンテナ特性

指向性パラボラアンテナ(直径 11m)
最大利得: 57 dBi

アンテナ放射パターン: (ITU-R SA.509)
最小仰角: 7度

無指向性アンテナ

最大利得: 0 dBi

地上からのアンテナ高さ [m] 12 30

干渉許容値[dBm/MHz] -136.5 (小金井局)※1 -145 (ITU-R RA. 769-2)※2

伝搬モデル アグリゲートで実施 アグリゲートで実施

 NICT小金井局等の無線局諸元及びシミュレーションモデル等

 干渉検討結果

(1)アグリゲートモデル
干渉観点で立地条件が最も厳しいと考えられる小金井局について、必要離隔距離は75m

となるが、離隔距離が小金井局の敷地内に収まるため、敷地内でのUWB無線システムの
利用を制限することで共用可能と考えられる。 その他の局については、130m、90mの離隔
距離が確保される条件で屋外利用においても共用可能となった。

(2)実証実験
UWB信号に起因する狭帯域なスパイク信号が観測され、スペクトル線観測に影響の可能

性が考えられる。また、被干渉局アンテナと高低差が小さく、近距離で設置される場合は、
ある程度幅を持った帯域でUWB送信波に起因する信号が検出されることから、UWB無線
システムから電波天文・測地VLBIシステムへの与干渉を考慮し、運用調整を行うことで共
存が可能と考えられる。

アグリゲートモデル
・R0:最内側リング
・R1：R0から10kmまでのリング
・R2：中心10km地点から20kmまでのリング
・R3：中心20km地点から25kmまでのリング

・R1、R2、R3の総和を干渉総和として算出
・R0は必要な離隔距離を求めるために使用する
・全ての領域を見通し外通信路として、ITU-Rに沿って
Klos（見通し外等損失）：14dBを加味する

与干渉デバイスは、リング内に均一に存在すると仮定する

●与干渉側はUWB無線システム
●被干渉デバイスはVLBI局

※1 -136.5dBm/MHz:（I/N＜＝-20dB、等価雑音160K仮定） ※2 ITU-R RA. 769-2表3（VLBI向け）記載のspectral pfd閾値をInput Power値に換算 （I/N＜＝-20dB、等価雑音22K仮定）

対象局
UWB無線システムの

密度[Units/㎢] 稼働率
許容干渉値
[dBm/MHz]

離隔距離 [km]
80%/20%

屋内/屋外利用

小金井局 2302 5% -136.5 0.075











今後の検討課題について 16

■今後の課題

(1) 他の周波数帯における共用検討の継続について

本検討においては、IEEE802.15.4a のチャネル9に焦点をあて共用検討を行った。今後、UWB 無線システム
搭載製品の普及状況や国際的な動向、メーカー等からのニーズを鑑み、他の周波数帯域においても屋外で利
用されるUWB 無線システムと他業務との周波数共用の検討を継続することが適当である。



委員会及び作業班における審議経過

(1) 第 1 回（平成30年6月12日）
UWB 無線システムの新たな用途に向けた検討を行うため、委員会の下に作業班を設置することとし
、調査の進め方及びスケジュールについて審議を行った。

(2) 第 2 回（平成30年9月4日）

(1) 第 1 回（平成30年6月15日）
作業班での検討の進め方、作業班運営方針、作業班の検討体制及び今後のスケジュール、屋外利用
UWB 無線システムの利用シーン、屋外利用UWB 無線システムの基本仕様について審議を行った。

(2) 第 2 回（平成30年7月3日）
技術基準の見直し案及び測定法について検討を行った。

(3) 第 3 回（平成30年8月1日）
技術基準の見直し案について検討を行った。

(4) 第 4 回（平成30年8月23日）
陸上無線通信委員会報告（案）をとりまとめ、陸上無線通信委員会に報告することとなった。
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 陸上無線通信委員会審議経過

 UWB無線システム屋外利用検討作業班での検討






